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1.事業評価対象事業
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１．事業評価対象事業
事業評価実施要領の改訂（平成２２年４月）

出典：国土交通省ＨＰ
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出典：国土交通省ＨＰ

１．事業評価対象事業
事業評価実施要領の改訂（平成２２年４月）

①

②

③



１．事業評価対象事業
事業再評価案件

中心杭設置 設計協議 巾杭設置 用地取得 工事着手

進捗率（％） 進捗率（％） 進捗率（％） 進捗率（％） 進捗率（％）

平成32年度（2020年）

0%

第二東海自動車道 秦野～御殿場ＪＣＴ

近畿自動車道 名古屋神戸線 菰野～亀山西ＪＣＴ

供用年度

平成30年度（2018年）

15% 0% 0%

48% 0%

事 業 名

95%100%

99% 54%

○進捗状況（平成22年度11月末時点）

第二東海自動車道 秦野～御殿場ＪＣＴ
平成32年度 開通予定

近畿自動車道 名古屋神戸線 菰野～亀山西ＪＣＴ
平成30年度 開通予定
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事業箇所名 評価理由 事業採択 新規採択時評価 備 考

第二東海自動車道 秦野～御殿場ＪＣＴ ① Ｈ18 Ｈ17

近畿自動車道 名古屋神戸線 菰野～亀山西ＪＣＴ ① Ｈ18 Ｈ17

○再評価案件

評価理由 ①：事業採択後３年間が経過した時点で未着工の事業（未着工とは用地未取得とする）

②：事業採択後５年間が経過した時点で継続中の事業

③：再評価実施後３年間が経過している事業

④：社会情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

※ＩＣ・ＪＣＴ名称は仮称です。
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１．事業評価対象事業
事後評価案件

○平成２１年度 日平均交通量

○伊勢湾岸自動車道
豊田東～豊田Ｊ（Ｌ＝1.9㎞） Ｈ15.3.15開通

○東海環状自動車道自動車道
美濃関ＪＣＴ～関広見（Ｌ＝2.9㎞） Ｈ21.4.17開通

事業箇所名 評価理由 事業採択 再評価（前回評価） 備 考

東海環状自動車道 豊田東ＪＣＴ～関広見
伊勢湾岸自動車道 豊田東ＪＣＴ～豊田ＪＣＴ

① Ｈ11 Ｈ19

○事後評価案件

評価理由 ①：事業完了後一定期間が経過した事業（一定期間とは５年以内とする）

②：審議結果を踏まえ、事後評価の実施主体の長が改めて事後評価を行う必要があると判断した事業

○東海環状自動車道
豊田東ＪＣＴ～美濃関ＪＣＴ（Ｌ＝73.0㎞）

○伊勢湾岸自動車道
豊田東ＪＣＴ～豊田東（Ｌ＝3.1㎞） Ｈ17.3.19開通

ＩＣ等名 豊田Ｊ 関広見
①実績（台/日）
②計画（台/日）

計画実績比（％）
①/②

10,100 10,100 10,200 1,600
17,000 15,000 15,000 13,000 13,000 15,000 16,000 9,000 6,000 6,000 7,000 1,000

20,200 20,800 19,900 19,600 12,300
美濃関Ｊ

152% 157% 143% 156% 160% 150%133% 123% 138% 168% 168% 146%

25,900 23,400 21,500

土岐南多治見 土岐Ｊ 可児御嵩 美濃加茂 富加関豊田松平 豊田勘八 豊田藤岡 せと赤津 せと品野豊田東 豊田東Ｊ
35,800
30,000

119%

22,800
17,000

134%



2.社会経済情勢の変化
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２．社会経済情勢の変化
総人口（全国）

※高齢者：65歳以上
（ＷＨＯ定義）

我が国の人口は、平成17年度に戦後初めて前年を下回り、平成20年度以降は人口減少幅は平成20
年度の▲7万9千人から、平成21年度は▲18万3千人と大きくなっており、減少傾向が加速している状況

にある。

出典：総務省統計局

（
単
位
：
千
人
）

▲7万9千人

▲18万3千人

※各年１０月１日断面人口
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２．社会経済情勢の変化
ＧＤＰ（国内総生産）

出典：内閣府

近年のＧＤＰは、平成１９年度をピークに平成20、21年度と２年連続のマイナス傾向となっているが、そ
の後回復基調にある。

（
単
位
：
10
億
円
）

２年連続のマイナス

実質ＧＤＰ推移
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２．社会経済情勢の変化
ガソリン価格

ガソリン価格は社会経済情勢の影響に伴い平成１６年度以降高騰を続け、平成２０年度には高値
（182円/Ｌ）を記録したものの、その後は130円/Ｌ前後で推移している。

出典：総務省統計局

（
単
位
：
円

/Ｌ
）

平成20年8月 182円/Ｌ

レギュラーガソリン価格推移（東京都区内）

暫定税率失効
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２．社会経済情勢の変化
免許保有者数・保有台数（全国）

免許保有者数については微増傾向。車両保有台数については乗用車は微増傾向にあるものの、貨物
車は減少傾向。

出典：警察庁交通局 出典：（財）自動車検査登録情報協会

（
単
位
：
千
人
）

車両保有台数推移

（
単
位
：
千
台
）

※平成12年データは欠損
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２．社会経済情勢の変化
交通量（中日本高速道路管内）

平成20年3月以降燃料価格の高騰をうけ、交通量は減少。その後、緊急総合対策の休日５割引等によ
り増加。平成21年3月以降の休日特別割引（上限1000円料金）導入により大幅増加。平成22年7月以降

無料化社会実験の影響もあり交通量は順調に推移。

平成17年（前回）

出典： ＮＥＸＣＯ中日本

※走行台キロ＝通行台数×利用距離の総和
（当該月を含む過去12ヶ月の合計交通量）

ガソリン価格ピーク

休日５割引等

無料化社会実験
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3.費用対効果の算出



道路整備の有・無それぞれについて、一定期間の便益額、費用額を算定し、道路整備に伴う費用の増
分と便益の増分を比較し費用対効果を算出します。
■便益（Ｂ：Benefit）

①走行時間短縮便益 ②走行経費減少便益 ③交通事故減少便益
■費用（Ｃ：Cost)

①建設費 ②維持管理費

３．費用対効果の算出
算出条件

※１：道路施設の供用年数の実績、法定上の「減価償却資産の耐用年数」の取扱及び国内他事業との考え方の整合

を図る等の観点から見直し。
①減価償却資産の耐用年数：45年（鋼橋）、50年（ＲＣ橋）、75年（トンネル）

②他事業における評価の対象期間：50年（空港、港湾、河川・ダム）、30年及び50年（鉄道）

※２：人や車両の時間価値原単位の算出方法の見直し等

①常用労働者（5人以上事業所）に加え、臨時労働者及び常用労働者（1～4人の事業所）を考慮
②車両時間価値をレンタカー価格から車両償却費へ見直し

③交通事故減少便益に精神的損失額を追加 13

■算出条件 今 回 前 回

Ｈ17（新規採択時評価） Ｈ19（再評価）

基準年次 平成22年度 平成17年度 平成19年度

交通基礎データ 平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ 平成11年度道路交通ｾﾝｻｽ

算出マニュアル
①分析対象期間
②原単位

費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ(H20.11改定)

供用後50年間※1

算出方法の見直し※2

費用便益分析ﾏﾆｭｱﾙ(H15.8）

供用後40年間
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出典）国土交通省公表資料よりNEXCO作成

全車

貨物

乗用

●平成１７年道路交通センサス結果を踏まえた将来交通需要見通しを反映
●全車ベースでは、微減傾向が継続し、2030年（H42）では前回（H11センサス）より▲１３％減少
●貨物車は横ばいとなるものの、乗用車が前回（H11センサス）より▲18％減と減少幅が大きい

３．費用対効果の算出
交通流の推計


